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Analytics、RPA、Cognitive、AIなどのNew Technology

を活用し、企業価値の最大化・創出を実現する

Digital Transformationを強力にサポートします

Robotics & 
Intelligent Automation

ロボティクスとコグニティブテクノロ

ジーを活用することで人間が行う

作業・対話・判断などの諸々の

活動の自動化を実現し、生産

性の向上とプロセスの品質向上
を支援

AI Insights & 
Engagement

構造化・非構造化データなど多種

多様なデータからインサイトを導出し、

ビジネスにおける意思決定を強化

するだけでなく、人間の介在を必要

としない自律的な意思決定を可能

とする分析、意思決定アルゴリズム

の構築を支援

AI Strategy

ビジネス、テクノロジーの総合的観

点に基づき、ビジネスの変革や創

出、効率化、課題解決に向けたAI
戦略や構想策定を実施

Data Analytics 
Modernization

多種多様なデータに対してAIやアナ
リティクスを最大限に活用し、ビジ

ネスの飛躍的な成長を支える次世

代クラウド・ビッグデータアーキテク

チャプラットフォームの構築を支援

Managed Analytics & 
AI Services

AIやアナリティクステクノロジーを活
用した分析受託、RPAaaS、Insight 
as a Service、コソーシングなどのマ
ネージドサービスを提供

Asset & IP Factory

AIを活用したDeloitte独自開発ソ
リューションを導入
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データの収集、管理、分析、配信のライフサイクルへ新

たなテクノロジー・プラットフォームを導入し、 Insight
Drivenな組織、分析プロセス、意思決定アプローチの
実現を支援します

Robotics & 
Intelligent 

Automation

Managed 
Analytics & 
AI Services

Service Overview

構想策定支援
RPAやCognitiveを導入・展開していく上での目的、推進体制、リソース
シフト方法、効果測定方法等の方針及び枠組みの検討

CoE設立・運営支援
Digital Transformationの実現に向けたCenter of Excellence（CoE）
の設立及び運営の実行

ディスカバリー支援
Digital Technologyを適用することによって効果が見込める業務の調
査・分析及びあるべき業務の策定

業務改革実行支援
あるべき業務の実現に向けたBPRの実施及びRPAやCognitiveの導入、
Change Managementの実施

トレーニング RPAやCognitiveツールの内製化に向けたトレーニングの実施

アプリケーション保守
AI、Analytics、RPA、Cognitive等の導入したアプリケーションに関する改
修・バージョンアップ等の保守メンテナンスの実施

製品保守サポート
AI、Analytics、RPA、Cognitive等の導入した製品自体に関する問い合
わせ、障害時の対応方法検討等の保守メンテナンスの実施

運用監視サポート
AI、Analytics、RPA、Cognitive等の導入したアプリケーションのUser
Experience向上に向けた運用監視

ソリューション展開
Deloitteにて構築したAnalyticsやRPA、AI、Cognitiveに関するアプリケー
ション及びソリューションの導入

Asset & IP 
Factory
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本番稼働

CoE組織
（推進体制）

の立ち上げ

運用段階に

おける管理

全社または

グループ全体の

展開

特定組織での

一定規模の

展開

自動化の対象

プロセスの選定

RPA導入における
将来的なビジョンの

定義

RPAツールの
選定

構想策定におけるビジョンの設定から、開発・保守設計

まで、RPA導入における全てのステージにおいて、デロイト
はご支援を提供します

POC/POV - RPA導入における将来的なビジョンの定義～自動化の対象プロセスの選定
このステージの活動は多くの場合POC（Proof of Concept）やPOV（Proof of Value）プロジェクトとして案件化され、RPAまたはその他のツールを含めた自動化

による効果の規模を評価します。RPAがコンパクトなツールであることから、評価と同時に簡単な開発を経て実証による検証を行うことも多く、この段階で展開の

ロードマップまで描きます。

主な

検討

タスク

目的

主な

中間

作成物

Proof of Value ステップの例

➢ To-Be業務設計
• To-Be業務フロー策
定

➢ As-Is業務調査
• インタビュー

• As-Is業務フロー整理

➢ RPAプログラム構築
➢ RPAデモ作成

Step1.
As-Is業務調査

Step2.
To-Be業務設計

Step3.
プロトタイプ構築

RPAによる自動化を踏まえた
To-Be業務設計を実施

対象となる業務に関して、イ

ンタビューベースでの業務調

査に基づき、As-Is業務フロー
を整理

策定したTo-Be業務フローに
基づき、RPAプログラムの開
発、テストを実施

➢ 効果検証

・担当事務職による

ユーザーレビュー

・ アンケート実施

Step4.
効果検証

開発したRPAプログラムのデ
モを関係者に実施し、定性

評価を実施。併せて、想定

される効果の算出を実施。

効果検証RPAデモAs-Is業務フロー To-Be業務フロー
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プロセス選定

効果試算を行うための業務プロセスの選定にあたっては、組織の課題、インプットの種類、頻度、工数など、いくつかの項目で選定を行う必要が出てきます。評

価を目的とする業務プロセス選定にあたっては、デロイトのフレームワークを用い、小さな領域の調査、実証でより大きな領域での効果を合理的に評価できる業務

プロセスの選定をお手伝いします。

CoE組織（推進体制）の立ち上げ
全社展開を見据えた時に、成功の鍵となるのが推進体制です。この体制をどのようなモデルで構築するか、どのようなメニューを提供するか、ビジネス、ITの協業モ

デルをどうするか等各種定義と立ち上げの支援を行います。

CoEオペレーティングモデルのタイプと、デロイトのCoE構築フレームワーク

本番稼働からグループ展開
一定数のロボット稼働とその後の展開を行うこのステージでは、ガバナンスモデルの構築や、各所から上げられる自動化機会のパイプライン管理やライセンス管理が

大きなポイントになってきます。前ステージで立ち上げたCoE組織が展開を推し進めるこのフェーズでは、これら管理方法やモニタリングスキームの構築、ツールの選

定・導入だけでなく、ライセンス調達や社内トレーニングまで含めてご支援します。

社内トレーニングメニューの例

Knock Out Factor（KOF）による
初期フィルタリング

適合性判断項目における

プライオリティ付け
貴社意向を踏まえた対象設定

• POVの実施に向けたプロセスの選定において、
Knock out Factor（満たすべき条件）を元に
絞り込みを実施

• Knock Out Factorに関連しない適合性項目の
うち、よりPOVに適合するプロセスを選定するた
めの優先度付けを実施

• 残った候補に対して、

貴社との討議を踏まえて実証対象

プロセスを定義

起点業務

の

電子化

ルール化
繰り返し

処理
自動化割
合

業務頻

度・時期

xx
プロセス

xxx
プロセス

xxx
プロセス

x
プロセス

RPAを含む自動化の推進によって生産性の向上を

狙うのは同じでも、推進体制が目指す役割は企

業によって異なります。RPAの開発段階におけるテ

ンプレートの提供はもちろん、社内プロモーター、コー

ディネーター、コントローラーなど、推進組織がどのよ

うなミッションを持つかによって必要になる作成物も

あります。大規模展開に移行するにあたり必ず必

要になる推進体制の設計を、デロイトはミッションの

定義から提供メニューの定義・選定、社内コーディ

ネーションまでを含めてご支援します。
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